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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期
第２四半期
連結累計期間

第10期
第２四半期
連結累計期間

第９期

会計期間
自　2013年７月１日
至　2013年12月31日

自　2014年７月１日
至　2014年12月31日

自　2013年７月１日
至　2014年６月30日

売上収益
（百万円）

36,346 39,848 74,172

（第２四半期連結会計期間） (18,677) (20,311)  

営業利益 （百万円） 3,019 3,845 5,688

税引前四半期（当期）利益 （百万円） 2,532 3,603 4,201

親会社の所有者に帰属する

四半期（当期）利益 （百万円）
2,427 3,538 4,027

（第２四半期連結会計期間） (1,410) (1,960)  

四半期（当期）包括利益 （百万円） 2,457 3,609 3,968

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 13,559 18,680 15,071

総資産額 （百万円） 49,705 53,539 53,616

基本的１株当たり四半期

（当期）利益 （円）
71.23 103.83 118.20

（第２四半期連結会計期間） (41.41) (57.54)  

希薄化後１株当たり四半期

（当期）利益
（円） － － －

親会社所有者帰属持分比率 （％） 27.3 34.9 28.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,356 3,411 4,869

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △28 △212 △279

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △6,104 △3,750 △6,607

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 6,043 8,266 8,791

　（注）１．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載していません。

２．売上収益には、消費税等は含まれていません。

３．希薄化後１株当たり四半期（当期）利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

４．上記指標は、国際会計基準（以下「IFRS」という。）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財

務諸表に基づいています。

５．2014年６月30日開催の取締役会決議により、2014年９月１日付で普通株式１株につき10株の割合で株式分割

を行っております。また、2014年９月30日開催の取締役会決議により、2014年11月１日付で普通株式１株に

つき２株の割合で株式分割を行っております。このため、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われた

と仮定し、基本的１株当たり四半期（当期）利益を算定しています。

 

EDINET提出書類

テクノプロ・ホールディングス株式会社(E31030)

四半期報告書

 2/25



２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の子会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　当社の子会社である、株式会社シーテック、株式会社テクノプロ・エンジニアリング、株式会社ＣＳＩ及び株式会

社ハイテックは、2014年７月１日付で株式会社シーテックを存続会社とし、株式会社テクノプロ・エンジニアリン

グ、株式会社ＣＳＩ、株式会社ハイテックの３社を消滅会社とする吸収合併を行っております。なお、株式会社シー

テックは、2014年７月１日付をもって株式会社テクノプロに商号変更を行っております。

　この結果、2014年12月31日現在では、当社グループは、当社、国内子会社４社、海外子会社５社で構成されており

ます。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において新たに発生した事業等のリスク、また、有価証券届出書に記載した事業等のリ

スクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び子会社）が判断し

たものであります。

 

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間（2014年７月１日～2014年12月31日）における世界経済は、米国を中心に全体とし

て回復基調でありました。2015年は、中国を中心とした新興国やユーロ圏の景気下振れリスクは残存するもの

の、原油価格の下落による世界経済の下支えや欧州中央銀行による金融政策もあり、緩やかな成長が持続するも

のと予測されます。国内においては、物価上昇に伴う消費者心理の悪化などにより景況感で弱含みもみられたも

のの、企業の設備投資は堅調でした。今後、2014年10月の日銀による追加金融緩和による円安の一段の加速、

2015年に予定されていた消費増税の延期、政府による経済対策実施等がプラスに作用し、景気は底堅く推移する

見通しです。

技術者派遣・請負市場は安定成長が継続しており、特に自動車・自動車部品、産業機械、ＩＴ、建設業界の技

術者に対する需要は引き続き活況です。また、技術者採用市場における供給不足の状態が前連結会計年度より継

続しております。

このような経済環境の中、当社グループとしては主に以下の取組みを実施いたしました。

（シフトアップ・チャージアップの推進）

技術者一人当たりの売上単価の向上に向けて、シフトアップ（配属先を変更することによる売上単価向

上）とチャージアップ（同一配属先での契約更新時の売上単価向上）を前連結会計年度に引き続き推進いた

しました。

（採用力の強化）

技術者紹介制度の推進、技術者の認知度強化、連結子会社である㈱テクノプロ・キャリアを含む人材紹介

会社からの採用強化を進めました。

（Ｒ＆Ｄアウトソーシング分野の統合）

Ｒ＆Ｄアウトソーシング分野の４法人（㈱シーテック、㈱テクノプロ・エンジニアリング、㈱ＣＳＩ、㈱

ハイテック）が、2014年７月１日付にて㈱テクノプロとして合併いたしました。カンパニー制を採用するこ

とで、合併前法人の技術領域の独自性を活かしつつ、業務統制強化・効率化にむけた情報システムの強化等

を推進いたしました。

なお、当社は2014年12月15日付で東京証券取引所市場第一部に株式を上場いたしました。本上場は顧客及び技

術者の当社グループへの認知度向上に寄与し、今後は上記取り組みを後押しするものと想定しています。

 

これらの取組みの結果、当第２四半期連結会計期間末の国内技術者数は11,354人（前第２四半期連結会計期間

末比712人増）へと増加しました。また、技術者一人当たり売上（国内）は月額611千円と前第２四半期連結累計

期間比12千円改善し、稼働率が95.9％（前第２四半期連結累計期間比0.3％改善）であった点とあわせて、売上

収益の増加に貢献しました。採用面においては、当第２四半期連結累計期間の国内技術者採用数は1,017人（前

第２四半期連結累計期間比21人増）であり、技術者数の伸びに寄与しております。顧客業界別では、ＩＴ、自動

車・自動車部品等の稼働技術者数が伸長いたしました。

費用面においては、業績向上に伴う技術者の人件費増加といった売上原価増要因があったものの、売上総利益

率は23.7％（前第２四半期連結累計期間比0.8％改善）となりました。また、㈱テクノプロとしての当社子会社

４社の合併に係る業務構造改革費用98百万円や上場関連費用67百万円を計上したものの、売上収益販売管理費比

率を14.0％（前第２四半期連結累計期間比0.4％減）にコントロールいたしました。加えて、2014年６月のリ

ファイナンスによる借入利率の低下により、支払利息が232百万円（前第２四半期連結累計期間比243百万円減）

となりました。

 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上収益は398億48百万円（前第２四半期連結累計期間比9.6％

増）、営業利益は38億45百万円（前第２四半期連結累計期間比27.3％増）、税引前四半期利益は36億３百万円

（前第２四半期連結累計期間比42.3％増）、四半期利益は35億38百万円（前第２四半期連結累計期間比45.8％

増）となりました。

また、調整後営業利益は40億10百万円（前第２四半期連結累計期間比23.3％増）、EBITDAは42億７百万円（前

第２四半期連結累計期間比20.9％増）、調整後税引前四半期利益は37億68百万円（前第２四半期連結累計期間比

36.2％増）となりました（※）。
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当第２四半期連結累計期間における主要事業分野の業績は、次のとおりです。

（Ｒ＆Ｄアウトソーシング分野）

専任チームによる主導体制を構築し、シフトアップ・チャージアップ交渉を進めました。また、請負業務

のプロセス改善による高収益化を推進いたしました。更に、㈱テクノプロ内の各社内カンパニー間での営業

面の連携強化を図りました。これらの取組みの結果、同分野の売上収益は335億19百万円（前第２四半期連

結累計期間比9.2％増）となりました。

 

（施工管理アウトソーシング分野）

前連結会計年度に引き続き、重点顧客への配属と技術者からの紹介採用を推進いたしました。また、チー

ム配属の推進による技術者一人当たり売上単価の向上を図りました。これらの取組みの結果、同分野の売上

収益は58億76百万円（前第２四半期連結累計期間比8.8％増）となりました。

 

 

（※）投資家が当社グループの業績を評価する上で、当社が有用と考える財務指標として、調整後営業利益、

EBITDA及び調整後税引前当期利益を定めています。調整後営業利益、調整後税引前当期利益は、業務構造

改革費用（「テクノプロ」へのブランド統合費用や組織再編に伴う費用）と上場後には発生しないと見込

まれる上場関連費用といった非経常的費用項目（通常の営業活動の成果を示しているとみなすべきではな

い項目、あるいは競合他社に対する当社グループの業績を適切に示さない項目）の影響を除外しておりま

す。更に、EBITDAは、非経常的費用項目に加えて、非現金支出項目（資金支出との直接的関係性が低い費

用項目）の影響を除外しています。具体的な算式は下記のとおりとなります。

 

・調整後営業利益＝営業利益（IFRS）＋非経常的費用項目（業務構造改革費用＋上場関連費用）

・EBITDA＝調整後営業利益＋非現金支出項目（減価償却費及び償却費＋減損損失＋固定資産除却損＋敷金

償却費＋有給休暇引当繰入）

・調整後税引前四半期利益＝調整後営業利益＋金融収益－金融費用
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（２）財政状態の状況

当第２四半期連結会計期間末の総資産は535億39百万円（前連結会計年度末比76百万円減少）となりました。

主な内訳は、のれん292億２百万円、現金及び現金同等物82億66百万円（前連結会計年度末比５億25百万円減

少）等であります。

各項目の状況は以下のとおりであります。

（流動資産）

当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は200億26百万円（前連結会計年度末比２億60百万

円減少）となりました。主な内訳は、現金及び現金同等物82億66百万円（前連結会計年度末比５億25百万円

減少）、売掛金及びその他の債権107億67百万円（前連結会計年度末比２億97百万円増加）等であります。

 

（非流動資産）

当第２四半期連結会計期間末における非流動資産の残高は335億12百万円（前連結会計年度末比１億83百

万円増加）となりました。主な内訳は、のれん292億２百万円、繰延税金資産22億61百万円（前連結会計年

度末比１億37百万円増加）等であります。

 

（流動負債）

当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は154億２百万円（前連結会計年度末比31億54百万

円減少）となりました。主な内訳は、買掛金及びその他の債務70億53百万円（前連結会計年度末比６億71百

万円減少）、従業員給付に係る負債33億77百万円（前連結会計年度末比38百万円増加）等であります。

 

（非流動負債）

当第２四半期連結会計期間末における非流動負債の残高は194億55百万円（前連結会計年度末比５億32百

万円減少）となりました。主な内訳は、借入金159億15百万円（前連結会計年度末比７億３百万円減少）、

退職後給付に係る負債32億73百万円（前連結会計年度末比１億65百万円増加）等であります。

 

（親会社の所有者に帰属する持分）

当第２四半期連結会計期間末における親会社の所有者に帰属する持分の残高は186億80百万円（前連結会

計年度末比36億９百万円増加）となりました。主な内訳は、資本剰余金65億25百万円（前連結会計年度末比

24億11百万円減少）、利益剰余金118億65百万円（前連結会計年度末比59億49百万円増加）等であります。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は税引前四半期利益が36億

３百万円となりましたが、買掛金及びその他の債務の減少、借入金の返済等の財務活動の結果、前連結会計年度

末に比べ５億25百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末には82億66百万円となりました。

 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は34億11百万円となりました（前第２四半期連結累計期間比151.5％増）。

これは主に、税引前四半期利益（36億３百万円）、未払消費税等の増加（６億21百万円）による資金の増加

に対し、買掛金及びその他の債務の減少（６億71百万円）、法人所得税支払額（４億５百万円）により資金

が減少したこと等によるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は２億12百万円となりました（前第２四半期連結累計期間比653.3％増）。

これは主に有形固定資産の取得による支出（１億15百万円）、無形資産の取得による支出（84百万円）によ

り資金が減少したこと等によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、資金は37億50百万円減少となりました（前第２四半期連結累計期間比38.6％減）。これ

は主に短期借入金の純減額（30億円）及び長期借入金の返済による支出（７億50百万円）等によるもので

す。
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）従業員数

① 連結会社の状況

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数の著しい増減はありません。

② 提出会社の状況

当第２四半期連結累計期間において、子会社への一部組織移管に伴い子会社からの出向解除を行ったこと等

により、従業員数が44名減少し、147名になっております。

 

（６）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 136,296,000

計 136,296,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2014年12月31日）

提出日
現在発行数（株）
（2015年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 34,074,000 34,074,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 34,074,000 34,074,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2014年11月１日

（注）
17,037,000 34,074,000 － 100 － 6,525

　（注）株式分割（１：２）によるものであります。
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（６）【大株主の状況】

  2014年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ジャパンユニバーサルリクルートメ

ントリミテッド

（常任代理人野村證券株式会社）

OFFICE G03, FITZWILLIAM BUSINESS CENTRE,

77 SIR JOHN ROGERSON'S QUAY, DUBLIN2,

IRELAND

（東京都中央区日本橋一丁目９番１号）

6,817 20.01

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,375 6.97

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,780 5.22

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 1,519 4.46

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 765 2.25

ザバンクオブニューヨークメロン

（インターナショナル）リミテッド

131800

（常任代理人株式会社みずほ銀行決

済営業部）

2-4, RUE EUGENE RUPPERT, L-2453

LUXEMBOURG, GRAND DUCHY OF LUXEMBOURG

（東京都中央区月島四丁目16番13号）

574 1.69

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 532 1.56

クレディ・スイス・セキュリティー

ズ（ヨーロッパ）リミテッドピー

ビーオムニバスクライアントアカウ

ント

（常任代理人クレディ・スイス証券

株式会社）

ONE CABOT SQUARE LONDON E14 4QJ

（東京都港区六本木一丁目６番１号）
442 1.30

ゴールドマンサックスインターナ

ショナル

（常任代理人ゴールドマン・サック

ス証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, UK

（東京都港区六本木六丁目10番１号）
389 1.14

エムエルアイイーエフジーノント

リーティカストディーアカウント

（常任代理人メリルリンチ日本証券

株式会社）

MERRILL LYNCH FINANCIALCENTRE 2 KING

EDWARD STREET LONDON EC1A 1HQ

（東京都中央区日本橋一丁目４番１号）

298 0.88

計 － 15,494 45.47

（注）フレッシュフィールズブルックハウスデリンガー法律事務所（木内潤三郎弁護士）から、2014年12月18日付の大

量保有報告書の写しの送付があり、ジャパンユニバーサルリクルートメントリミテッドが2014年12月15日現在で

以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質

所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には2014年12月末日付の株主名簿を基に記載しておりま

す。

氏名又は名称 住所
保有株券
等の数
（千株）

株券等
保有割合
(％)

ジャパンユニバーサルリクルートメン

トリミテッド

OFFICE G03, FITZWILLIAM BUSINESS

CENTRE, 77 SIR JOHN ROGERSON'S QUAY,

DUBLIN2, IRELAND

10,372 30.44
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2014年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 34,073,300 340,733 －

単元未満株式 普通株式        700 － －

発行済株式総数 34,074,000 － －

総株主の議決権 － 340,733 －

 

②【自己株式等】

2014年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

　前事業年度の定時株主総会終了後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 － 水上　圭 2014年９月30日
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務

報告」（以下、IAS第34号）に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2014年10月１日から2014

年12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2014年７月１日から2014年12月31日まで）に係る要約四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）

 
注記

前連結会計年度

(2014年６月30日)

当第２四半期連結会計期間

(2014年12月31日)

 資産    

 流動資産    

  現金及び現金同等物  8,791 8,266

　 売掛金及びその他の債権  10,469 10,767

 　その他の短期金融資産  490 373

 　その他の流動資産  534 619

　流動資産合計  20,286 20,026

    

 非流動資産    

　 有形固定資産  608 631

　 のれん  29,202 29,202

　 無形資産  485 488

　 その他の長期金融資産  897 918

　 繰延税金資産  2,124 2,261

　 その他の非流動資産  9 8

　非流動資産合計  33,329 33,512

 資産合計  53,616 53,539

    

 負債及び資本    

 流動負債    

 　買掛金及びその他の債務  7,724 7,053

　 借入金  4,406 1,406

 　未払法人所得税  408 204

　 その他の短期金融負債  895 667

　 従業員給付に係る負債  3,339 3,377

 　引当金  0 0

　 その他の流動負債  1,782 2,692

　流動負債合計  18,557 15,402
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（単位：百万円）

 
注記

前連結会計年度

(2014年６月30日)

当第２四半期連結会計期間

(2014年12月31日)

 非流動負債    

　 借入金  16,619 15,915

　 その他の長期金融負債  39 32

　 退職後給付に係る負債  3,108 3,273

　 引当金  221 233

　非流動負債合計  19,987 19,455

 負債合計  38,545 34,858

    

 資本    

  資本金  100 100

  資本剰余金  8,936 6,525

  利益剰余金  5,916 11,865

  その他の資本の構成要素  118 189

  親会社の所有者に帰属する持分合計  15,071 18,680

  非支配持分  △0 △0

 資本合計  15,070 18,680

 負債及び資本合計  53,616 53,539
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（２）【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

 

注記

前第２四半期連結累計期間

(自 2013年７月１日

 至 2013年12月31日)

当第２四半期連結累計期間

(自 2014年７月１日

 至 2014年12月31日)

　売上収益  36,346 39,848

　売上原価  28,035 30,414

　売上総利益  8,310 9,433

　販売費及び一般管理費  5,264 5,594

　その他の収益  56 57

　その他の費用  82 51

　営業利益  3,019 3,845

　金融収益  5 3

　金融費用  492 246

　税引前四半期利益  2,532 3,603

　法人所得税費用  105 64

　四半期利益  2,426 3,538

    

　四半期利益の帰属    

　　親会社の所有者  2,427 3,538

　　非支配持分  △0 0

　　合計  2,426 3,538

    

   （単位：円）

　親会社の所有者に帰属する１株当たり四半期利益    

　　基本的及び希薄化後１株当たり四半期利益 ６ 71.23 103.83
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【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

 

注記

前第２四半期連結会計期間

(自 2013年10月１日

 至 2013年12月31日)

当第２四半期連結会計期間

(自 2014年10月１日

 至 2014年12月31日)

　売上収益  18,677 20,311

　売上原価  14,201 15,334

　売上総利益  4,475 4,976

　販売費及び一般管理費  2,767 2,860

　その他の収益  31 25

　その他の費用  24 25

　営業利益  1,715 2,115

　金融収益  1 1

　金融費用  245 120

　税引前四半期利益  1,472 1,996

　法人所得税費用  61 35

　四半期利益  1,410 1,960

    

　四半期利益の帰属    

　　親会社の所有者  1,410 1,960

　　非支配持分  △0 0

　　合計  1,410 1,960

    

   （単位：円）

　親会社の所有者に帰属する１株当たり四半期利益    

　　基本的及び希薄化後１株当たり四半期利益 ６ 41.41 57.54
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

 

注記

前第２四半期連結累計期間

(自 2013年７月１日

 至 2013年12月31日)

当第２四半期連結累計期間

(自 2014年７月１日

 至 2014年12月31日)

 四半期利益  2,426 3,538

 その他の包括利益    

 純損益にその後に振り替えられる可能性のある項目  

  在外営業活動体の換算差額  30 70

  キャッシュ・フロー・ヘッジの評価差額  △0 1

純損益にその後に振り替えられる可能性のある項目
の純額

 30 71

  その他の包括利益合計  30 71

 四半期包括利益  2,457 3,609

    

 四半期包括利益の帰属    

  親会社の所有者  2,457 3,609

  非支配持分  △0 0

  合計  2,457 3,609
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【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

 

注記

前第２四半期連結会計期間

(自 2013年10月１日

 至 2013年12月31日)

当第２四半期連結会計期間

(自 2014年10月１日

 至 2014年12月31日)

 四半期利益  1,410 1,960

 その他の包括利益    

 純損益にその後に振り替えられる可能性のある項目  

  在外営業活動体の換算差額  32 36

  キャッシュ・フロー・ヘッジの評価差額  0 0

純損益にその後に振り替えられる可能性のある項目
の純額

 33 37

  その他の包括利益合計  33 37

 四半期包括利益  1,444 1,998

    

 四半期包括利益の帰属    

  親会社の所有者  1,444 1,998

  非支配持分  △0 0

  合計  1,444 1,998
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第２四半期連結累計期間（自　2013年７月１日　至　2013年12月31日）

（単位：百万円）

 

注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の

資本の

構成要素

親会社の

所有者に

帰属する

持分合計

非支配持分 資本合計

 2013年７月１日残高  100 8,936 1,955 110 11,102 0 11,102

 四半期利益    2,427  2,427 △0 2,426

 その他の包括利益     30 30 △0 30

 四半期包括利益合計    2,427 30 2,457 △0 2,457

 資本剰余金から利益

　剰余金への振替
     －  －

 2013年12月31日残高  100 8,936 4,382 141 13,559 △0 13,559

 

 当第２四半期連結累計期間（自　2014年７月１日　至　2014年12月31日）

（単位：百万円）

 

注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の

資本の

構成要素

親会社の

所有者に

帰属する

持分合計

非支配持分 資本合計

 2014年７月１日残高  100 8,936 5,916 118 15,071 △0 15,070

 四半期利益    3,538  3,538 0 3,538

 その他の包括利益     71 71 △0 71

 四半期包括利益合計    3,538 71 3,609 0 3,609

 資本剰余金から利益

　剰余金への振替
  △2,411 2,411  －  －

 2014年12月31日残高  100 6,525 11,865 189 18,680 △0 18,680
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

 

注記

前第２四半期連結累計期間

(自 2013年７月１日

 至 2013年12月31日)

当第２四半期連結累計期間

(自 2014年７月１日

 至 2014年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益  2,532 3,603

減価償却費及び償却費  140 127

受取利息及び受取配当金  △5 △3

支払利息  476 232

売掛金及びその他の債権の増減額（△は増加）  △268 △297

買掛金及びその他の債務の増減額（△は減少）  △2,398 △671

未払消費税等の増減額（△は減少）  211 621

退職後給付に係る負債の増減額（△は減少）  140 165

その他  1,132 225

小計  1,961 4,003

配当金受取額  0 0

利息受取額  4 3

利息支払額  △391 △190

法人所得税支払額  △218 △405

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,356 3,411

    

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △1 △11

定期預金の払戻による収入  114 －

有形固定資産の取得による支出  △89 △115

有形固定資産の売却による収入  0 －

無形資産の取得による支出  △52 △84

その他  － △0

投資活動によるキャッシュ・フロー  △28 △212

    

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少）  2,500 △3,000

長期借入金の返済による支出  △600 △750

配当金支払額  △8,000 －

その他  △4 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー  △6,104 △3,750

    

現金及び現金同等物に係る換算差額  13 26

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △4,762 △525

現金及び現金同等物の期首残高  10,806 8,791

現金及び現金同等物の四半期末残高  6,043 8,266
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【要約四半期連結財務諸表注記】
 

１．報告企業

　テクノプロ・ホールディングス株式会社（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社であります。当

社及び子会社（以下「当社グループ」という。）は、主として人材派遣業、請負業を行っております。当社が登

記している本社の住所は、東京都港区六本木六丁目10番１号であります。

　当社の2014年12月31日に終了する第２四半期の要約四半期連結財務諸表は、当社グループにより構成されてお

ります。

 

２．作成の基礎

（１）準拠する会計基準

　　　　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「特定会社」の要

件を満たすことから、同第93条によりIAS第34号に準拠して作成しており、年次連結財務諸表で要求されてい

る全ての情報が含まれていないため、2014年６月30日に終了した前年度の連結財務諸表と併せて利用されるべ

きものであります。

　　　　当社グループの本要約四半期連結財務諸表は、2015年２月12日に当社代表取締役社長兼CEO　西尾保示及び

取締役兼CFO　佐藤博によって承認されております。

 

（２）測定の基礎

　　　　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定する金融商品等を除き、取得原価を基礎として

作成されております。

 

（３）機能通貨及び表示通貨及び単位

　　　　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未

満を切り捨てて表示しております。

 

３．重要な会計方針

当社グループが本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下の新たに適用する基準を

除き前連結会計年度に係る連結財務諸表において適用した会計方針と同一であります。

　　なお、当第２四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を基に算定しております。

 

　当社グループは、第１四半期連結会計期間より、以下の基準を適用しております。

　　これらの適用が、当社グループの本要約四半期連結財務諸表に与える重要な影響はありません。

IFRS 新設・改訂の概要

IAS第32号 金融商品：表示 金融資産と金融負債の相殺要件の明確化

IFRIC第21号 賦課金 賦課金の認識時期の明確化

 

４．重要な会計上の見積り及び判断

　経営者は、要約四半期連結財務諸表の作成において、会計方針の適用、資産及び負債・収益及び費用の報告額

に影響を及ぼす、判断及び見積り並びに仮定を設定しております。会計上の見積りの結果は、実際の結果とは異

なる場合があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しており、会計上の見積りの見直しによる影響は、その見積り

を見直した期間と影響を受ける将来の期間において認識されます。

　当社グループの本要約四半期連結財務諸表で認識する金額に重要な影響を与える見積り及び仮定は、原則とし

て、前連結会計年度に係る連結財務諸表と同様であります。

 

５．セグメント情報

　　当社グループの報告セグメントは単一であるため、記載を省略しております。
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６．１株当たり四半期利益

 

前第２四半期連結累計期間

(自 2013年７月１日

 至 2013年12月31日)

当第２四半期連結累計期間

(自 2014年７月１日

 至 2014年12月31日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 2,427 3,538

基本的期中加重平均普通株式数（株） 34,074,000 34,074,000

基本的１株当たり四半期利益（円） 71.23 103.83

 

 

前第２四半期連結会計期間

(自 2013年10月１日

 至 2013年12月31日)

当第２四半期連結会計期間

(自 2014年10月１日

 至 2014年12月31日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 1,410 1,960

基本的期中加重平均普通株式数（株） 34,074,000 34,074,000

基本的１株当たり四半期利益（円） 41.41 57.54

（注）１．当社グループでは、発行する株式は全て普通株式であり、また、潜在株式が存在しないため、基

本的１株当たり四半期利益の算定上の基礎のみを記載しております。

２．2014年６月30日開催の取締役会決議により、2014年９月１日付で普通株式１株につき10株の割合

で株式分割を行っております。また、2014年９月30日開催の取締役会決議により、2014年11月１

日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。このため、前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、基本的１株当たり四半期利益を算定しております。

 

７．後発事象

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2015年２月12日

テクノプロ・ホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 関谷　靖夫　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　真一郎　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 善方　正義　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテクノプロ・

ホールディングス株式会社の2014年７月１日から2015年６月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2014年

10月１日から2014年12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2014年７月１日から2014年12月31日まで）に係る要約

四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益

計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記に

ついて四半期レビューを行った。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、テクノプロ・ホールディングス株式会社及び連結子会社の2014年12月31日現在の財政状態、同日をもっ

て終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券

届出書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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